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１．はじめに

昨今，自治体では，最終処分場の逼迫による処分量の減

量化，重金属の溶出防止，そして近年問題となっている灰

中ダイオキシンを除去する必要性などから，都市ごみ焼却

後の灰を溶融して安定化・減容化し，生成するスラグを製

品として再資源化することを積極的に検討するようになっ

てきた．最近では，ごみを熱分解・ガス化し，可燃性ガス

を二次燃焼して熱エネルギーを回収し，残ったチャーおよ

び不燃物を溶融してスラグにするガス化溶融が次世代技術

として脚光を浴び，実用段階に入っている1）．このように，

ごみや灰を溶融することは，今後の廃棄物処理の主流にな

ると考えられる．

ところで，灰を溶融すると含まれる重金属成分のうち沸

点の低い成分である亜鉛，鉛，カドミウムなどが揮発し，

それらは排ガス温度が下がったときに凝縮して飛灰の一部

となるため，溶融飛灰中の重金属濃度は高い．したがって，

溶融飛灰をそのまま埋立処分することはできず，セメント

やキレート剤で重金属を固定化することが必要となる．溶

融飛灰からの重金属回収は，重金属を回収して再利用を図

るとともに，灰から重金属を除去して埋立後の溶出リスク

を低減することも目的としている．

資源化という観点に立つと，溶融飛灰から回収した重金

属は，非鉄製錬メーカに原料として積極的に利用されるこ

とが理想である．しかし，現状では溶融飛灰の重金属濃度

（品位）が低かったり，塩素などの炉を腐食させる成分が

飛灰に含まれるため，適当な前処理が必要となる．都市ご

み焼却後の灰を自治体が前処理してから製錬メーカが引き

取るのか，製錬メーカが溶融飛灰を直接引き取って前処理

をするのか，適切な方法について議論されるべきである．

本研究では，動脈系における社会資本（ここでは，非鉄製
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Abstract
Since fly ash generated in ash melting furnace involves valuable nonferrous materials, especially zinc and lead,
the materials should be extracted and reused for production from viewpoint of resource recovery. Zinc and lead in
the ash can be recovered in a smelting furnace named ICP, which is a large scale furnace to smelt ore. Ash with
high chlorine concentration needs pre-treatment to remove chlorine and the salt by thermal operation or rinsing.
Hence, it is important to minimize recovery energy and CO2 emission in the processes and material transportation.
In this study, it is considered that the melting furnace fly ash and/or the pre-treated matter are transported over
a long distance in Japan by tracks and/or ships and an existing nonferrous metal smelting facility and a pre-
treatment facility are utilized as much as possible. From the evaluation of possible paths to recover the zinc and
lead from the melting furnace fly ash it was found the path of transporting fly ash to the existing pre-treatment
facility by ship and treating it together with a large amount of other ash lowers energy consumption and CO2
emission.
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表１ 還元雰囲気溶融飛灰（飛灰A）と飛散灰を含んだ溶

融飛灰（飛灰B）の性状（単位 湿重量％）

表２ 溶融飛灰量の設定

錬メーカ所有の生産設備）を積極的に利用することで，重

金属の再資源化がエネルギー消費量と二酸化炭素排出量の

削減という点において有効であることを定量的に示すこと

を試みた．具体的には，ある都市で灰溶融炉からの溶融飛

灰を前処理し，ISP炉で亜鉛・鉛の製錬をする場合に，塩

や塩素の除去をオンサイトで行うべきか製錬所で行うべき

か，また，品位を向上させるために，既存施設を利用すべ

きか新しい施設を作るべきかなどを，エネルギー消費量や

二酸化炭素排出量の観点から考察した．

２．製錬と重金属回収

2.1 鉛と亜鉛の製錬，ISP炉

鉛，亜鉛の鉱石は主として方鉛鉱（PbS）とせん亜鉛鉱

（ZnS）で，わが国ではほとんどオーストラリア，カナダ，

ペルーなどの国々から輸入されている．両鉱石とも品位を

上げるために海外において選鉱され，精鉱として日本に輸

入される．本研究では亜鉛と鉛の製錬方法として，両者を

同時に製練するIPS（Imperial Smelting Process）法2）を

取り上げた．このIPS法では鉛と亜鉛の硫化鉱を脱硫して

焼結塊にし，それを熔鉱炉で熔解し，還元揮発した亜鉛蒸

気をコンデンサにおいて溶融鉛中に捕捉し，冷却して亜鉛

を得る．また，鉛は熔鉱炉下部より粗鉛として得る．

2.2 溶融飛灰の前処理

溶融飛灰から高濃度の重金属を抽出する方法はいくつか

提案されているが3），本研究では簡便な方法である水洗処

理4）を採用する．以下に塩を除去する水洗処理，塩素を除

去する加熱処理とRK（Rotary Kiln）炉，金属品位を高め

る乾式MF（Mitsui Furnace）炉について説明する．

（1）水洗処理（水抽出法）

溶融飛灰を水で抽出すると，塩化ナトリウムおよび塩化

カリウムが溶出し，酸化亜鉛および酸化鉛を主成分とした

金属濃縮物が残る．処理プロセスでは，一段目で苛性ソー

ダ，凝集剤および二段目からの脱離液を溶融飛灰に加えて

pHを調整し脱水する．そして，二段目で一段目の脱水ケ

ーキに水を加えて再び脱水する．

（2）加熱処理（乾式濃縮法）

回収物中の塩素濃度が高いと製錬時に炉が腐食するた

め，塩素分は極力除去することが望ましい．そこで，水洗

処理したケーキを約800℃で加熱して脱塩素化する．これ

により塩素濃度は0.5％未満となり，直接ISP炉での製錬が

可能となる．

加熱に燃料を用いる場合，飛灰の飛散やダイオキシンの

再合成などの問題から容器を外側から暖める外熱式をと

る．電気式は容器の内壁面を暖めるため，外熱式よりも装

置がコンパクトで，壁面の放熱や排ガスによる熱ロスが小

さい．電気式は大きな電力エネルギーを消費するが，焼却

炉の余剰電力を利用することが可能である．以上から，本

研究では電気加熱式を選んだ．

（3）RK炉

回収物中の塩素濃度を低減するためにロータリーキルン

を用いて加熱し，塩化した金属を揮発させる方法であり，

その沸点から塩化鉛，塩化カドミニウム，塩化亜鉛の順で

揮発する．揮発後に塩素含有率の少ない鉛，亜鉛が得られ

る．揮発した重金属の塩化物は別途資源化される．

（4）ＭＦ炉

低品位の亜鉛含有物（10～30％）を50～60％に濃縮する

ことを目的とする．原料を石炭，珪石，バインダ（パルプ

廃液）と混練して溶融炉内に入れ，還元雰囲気で熔融する．

還元揮発した亜鉛・鉛が二次空気で酸化されて粗酸化亜

鉛，粗酸化鉛となる．

３．計算の条件

3.1 溶融飛灰の組成と量の設定

ごみ焼却灰を還元性雰囲気で溶融した場合の溶融飛灰

（飛灰Ａ）の成分を文献５より設定した．次に灰の飛散が

あるときの溶融飛灰（飛灰Ｂ）の成分を（溶融飛灰

A50％＋供給灰50％）として設定した．飛灰Ａと飛灰Ｂの

成分を表１に示す．供給灰には水分や揮発分が含まれるた

め，飛灰Bの成分の合計は100％より小さくなる．

次に発生量については，神奈川県A市のごみ焼却プラン

ト（処理量200t/日）において，合計28t/日の焼却灰と飛

灰が生成するとし，それを隣接する灰の溶融炉（処理量

28t/日）で溶融したときの溶融飛灰の量を，飛灰Aと飛灰

Bについてそれぞれ0.560トン/日，1.12トン/日とした．

（表２）

3.2 飛灰処理ルートの設定

飛灰Aは，亜鉛品位は高いが塩素濃度も高いため，製錬

前に塩素濃度を低めておくことが必要である．また飛灰B

は，塩素濃度は低いが亜鉛品位も低いため，製錬前に亜鉛
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図１ 重金属回収の処理ルート

の品位を高めておくことが必要である．以上の条件を考慮

して，具体的な処理ルートを図１のように定めた．なお，

ISP炉は青森県B市，MF炉は福岡県C市にある実際の施設

を想定した．

まず，飛灰Aについては，

ルートA1）ISP炉のあるB市に溶融飛灰を直接輸送し水

洗を行ない，新設するRK炉において脱塩素化する．

溶融飛灰はフレコンバッグに入れてトラック輸送す

る．新設するRK炉は生産用であるが，飛灰からの重

金属回収にも利用する．

ルートA2）発生地であるA市で溶融飛灰を水洗してか

らB市へ輸送し，B市の新設RK炉で脱塩素化する．飛

灰を現地A市で洗浄することによって減量化してい

る．

ルートA3）A市で溶融飛灰を水洗し，同時に加熱処理

して塩素を除去し，その後B市へ輸送する．現地で脱

塩素化するために，B市において新たにRK炉を作る

必要はない．

同じく，飛灰Bについては，

ルートB1）年間11万トン規模の既存のMF炉を利用する

ため，まずB灰をC市に輸送して水洗を行い，MF炉で

重金属品位を高めた後にB市に輸送する．溶融飛灰は

A市からC市までトラックで運ぶか，あるいは生産原

料とともに船で輸送する．また，回収中間物はC市か

らB市へと船で輸送する．

ルートB2）A市に年間１.2万トン規模の新しいMF炉と

水洗処理施設を設置し，そこで前処理を行った後にB

市に輸送する．MF炉は，広域から重金属を受け入れ

ることを想定したときの規模とする．年間1.2万トン

は生産用MF炉の規模に比べてかなり小さい．

以上の５つの処理ルートについて，エネルギー消費量と二

酸化炭素排出量を調べた．

４．計算結果と考察

（1）輸送（表３）

陸路の場合，溶融飛灰や中間回収物をフレコンバックに

入れ，10トントラックで輸送するとした．海路の場合は，

2,500トンの内航タンカーの原単位6）を使用した．海運の場

合は，重金属回収物を原料の運搬に同伴させる形をとるの

で，海運時のエネルギー消費量および二酸化炭素排出量は，

溶融飛灰の輸送量，輸送距離に応じた値を比例計算して求

めた．船とトラックは復路で他の物品を輸送することとし，

往路のみを評価することにした．２都市間の輸送距離を表

３のように設定した．

（2）素材原単位（表４）

素材原単位には複数の文献を参照に次の値を用いた．薬

剤と炉材（炭化珪素）は，製造時に消費するエネルギーと

発生する二酸化炭素をもとに計算した7，8）．建築材料につい

ては，輸送まで考慮にいれた文献９を参考とした．燃料に

ついては，文献10の値を用いた．

（3）処理プロセスの建設，用役，物質収支に関するデータ

（表５）

図１の処理ルートにおける，水洗処理，脱塩処理（RK

炉），濃縮処理（MF炉）の各プロセスについて物質収支

を計算した．例として，加熱付き水洗処理プロセスの物質

収支フローを図２に示す．

水洗処理については，オンサイト（溶融炉隣接）で行う

表３ ２都市間の距離と輸送原単位

表４ 使用した素材の原単位



エネルギー・資源

－58－

58

図２ 加熱装置付き水洗処理プロセスの物質収支フロー（飛灰A，560kg/日）

表５ 処理プロセスの建設，用役，入出力データ

場合と製錬所近隣で行う場合があるので，２通りの水洗処

理の仕様を設定した．また，オンサイトの水洗処理では，

加熱処理をする場合としない場合について仕様を定めた．

RK炉，MF炉についてはプロセスの設計値および実績値

から諸元を定めた．

（4）処理プロセスのエネルギー消費量と二酸化炭素排出量

（表６）

各処理プロセスのエネルギー消費量，二酸化炭素排出量

について，建設と運転（用役）に関する値をそれぞれ求め

た．さらに，エネルギー消費量，二酸化炭素排出量の合計

を求め，その処理量当たりの値を計算した．処理量当たり

のエネルギー消費量および二酸化炭素排出量を見ると，現
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表７ ISP炉における原料の節約とエネルギー消費量および二酸化炭素排出量の低減

表６ 各処理プロセスにおけるエネルギー消費量と二酸化炭素排出量

地において水洗と加熱を組み合わせた処理のエネルギー消

費量が大きいことがわかる．これは，電気の利用によるも

のであり，脱塩素化を電気で行うとかなりのエネルギーが

消費される．

（5）バージン原料の節約によるエネルギー消費量と二酸化

炭素排出量の低減（表７）

溶融飛灰からの回収物の成分は，A，Bのそれぞれのル

ートでほぼ同じ値であり，表７ではルートA1，ルートB1

を代表として表示している．回収される亜鉛・鉛量に等し

い量を含む亜鉛精鉱・鉛精鉱の量を計算した（表７（c））．

そして，それらの鉱量が節約されたとして，海外から鉱石

を輸送するときのエネルギー消費量と二酸化炭素排出量の

削減量を，表７（f）の海運原単位10）を用いて求めた．また，

再利用することによるスラグの低減量を，回収物から生成

するスラグ量および精製鉱から生成するスラグ量との差と

した（表７（d））．このとき，スラグ量は原料に含有する

Fe，Si，Caに対するFeO2，SiO2，CaO量に残りの原料成

分を足し込んだ値とした．そして，求めたスラグの低減量

を精製するときに必要なコークス量を節約量として，その

コークス量に対するエネルギー消費量と二酸化炭素排出量

を求め低減量とした（表７（e））．結果は，B灰は原灰を含

む分，精鉱量がA灰より多くなっている．逆にスラグ減量

はA灰の方が多い．結果として，A灰の方がエネルギー消

費量，二酸化炭素排出量が共に大きく低減された．

（6）処理ルートごとのエネルギー消費量と二酸化炭素排出

量（表８）

５つの処理ルートについて，輸送を含めた全体のエネル

ギー消費量，二酸化炭素排出量を求めた．排出量が節約さ

れる項目はマイナスの値で示している．

まず，飛灰Aの処理ルートについてみると，エネルギー

消費，二酸化炭素排出量は，ルートA1，A2，A3の順で大

きくなった．ルートA1は，溶融飛灰をそのままB市まで輸

送し，水洗，脱塩素化をともに大型の施設で処理する．そ

のため他のルートに比べて，水洗処理および脱塩素化処理

のエネルギー消費量と二酸化炭素排出量は，輸送による値

が大きな割合を占めた．水洗処理に関する値はルートA1
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表８ 処理ルートごとのエネルギー消費量と二酸化炭素排出量

が最も小さい値となったが，これは水洗処理が電気の利用

に対してスケールメリットがあるため，一括して大量処理

する方が消費量が少ないという理由による．ルートA3の

加熱処理は電気を利用しており，その分のエネルギー消費

量と二酸化炭素排出量が多くなった．

次に飛灰Bであるが，亜鉛，鉛濃度を高めるためにMF

炉を通す必要があり，福岡県にある既存のMF炉を使う場

合と，A市に隣接してMF炉を建てる場合を比較した．結

果は，既存のMF炉を使用する場合（ルートB1）が新設す

る場合（ルートB2）に比べて，エネルギー消費量と二酸

化炭素排出量がともに少なくなった．これは，既存のMF

炉は生産規模が大きく，処理量当たりのエネルギー消費量

と二酸化炭素排出量が小さいためである．また，既存施設

の建設に伴うエネルギー消費量と二酸化炭素排出量を考え

ていないことも影響する．さらに，ルートB1では溶融飛

灰を海上輸送することで，エネルギー消費量で0.876倍，

二酸化炭素排出量で0.876倍となっており，海上輸送が有

利であることがわかった．このように，ルートB1は輸送

によるエネルギー消費量と二酸化炭素排出量が大きいもの

の総合的に見ると新設よりも良い結果となった．ただし，

ここでの評価にはコストが入っておらず，MF炉を新設す

るときの費用については検討していない．

最後に，飛灰A，飛灰Bの違いであるが，飛灰中の重金

属の品位が低い場合には，乾式プロセスによって品位を高

める必要があり，エネルギー消費量と二酸化炭素排出量が

飛灰Aの全てのルートでの値より大きかった．既存の施設

を利用する場合（ルートB1のA－C市間を海運）ではルー

トA1のエネルギー消費量と二酸化炭素排出量がそれぞれ

3.60倍，3.43倍程度となった．ただし，ルートA3とルート

B1ではエネルギー消費量についてはルートB1で１割程度

の違いであった．以上のことから，溶融飛灰中の重金属濃

度を高くすれば，濃縮の必要がなくなり，重金属回収にお

けるエネルギー消費量と二酸化炭素排出量は低くなること

がわかった．従って，溶融炉において溶融飛灰量が少なく

重金属濃度が高い溶融技術が望まれることになる．

なお本研究では水抽出・乾式濃縮法を用いたが，亜鉛，

鉛の品位が低い場合には，他の重金属の抽出方法，たとえ

ば酸による湿式の抽出方法についても同時に比較検討して

みることが必要と考えられる．

最後に，飛灰からの重金属を回収するためには，生産系

の社会資本を活かして，そのための前処理を集約して大型

化することにより，より少ないエネルギー消費量と二酸化

炭素排出量で重金属回収が実現できるものと考えられる．

５．おわりに

本研究では，動脈系における社会資本（ここでは，非鉄

製錬メーカ所有の施設）を積極的に利用することで，重金

属の再資源化がエネルギー消費量と二酸化炭素排出量の節

減という点において有効であることを，定量的に示すこと

を試みた．その結果，溶融飛灰を直接製錬所に持ち込んで，

規模の大きい前処理で溶融飛灰を一括して処理すること

が，エネルギー消費量と二酸化炭素排出量の低減に有効で

あることが明らかになった．

参 考 文 献
１）企画特集　いよいよ実用化へ，ガス化溶融炉，地球環境，

Vo.31，No.9（2000），pp.83～96

２）6日本金属学会，非鉄金属製錬，丸善，（1986）

３）厚生省生活衛生局水道環境部，廃棄物処理の伴う除去物質の

資源化・再生利用システム技術開発，（1996）

４）中原啓介，仲尾　強，須藤雅浩，品川拓也，明石哲夫，溶融

飛灰からの有価金属の回収，第18回全国都市清掃研究発表講

演論文集，（1997），pp.104～106

５）明石哲夫，中原啓介，仲尾　強，古角雅行，電気抵抗式溶融

による飛灰処理技術の開発，第７回廃棄物学会論文集（1996），

pp.430～432

６）6環境情報科学センター編，ライフサイクルアセスメントの

実践　環境負荷低減を目指して，化学工業日報社（1996），

p.47

７）藤原健史，武田信生，欅田榮一，河端博昭，溶融飛灰を対象

とした重金属回収プロセスのLCA，エネルギー・資源学会，

第17回研究発表会講演論文集（1998），pp.275～280

８）セラミック工学ハンドブック，日本セラミックス協会（1989），

p.1619

９）一瀬正寛，河田　尚，寺岡泰治，児玉芳実；ごみ焼却工場の

エネルギープラントとしての位置づけ，都市清掃，第47巻23

号（1994），pp.623～628

10）基礎素材のエネルギー解析調査報告書，化学経済研究所，

（1993）




